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グローバルOTT（インターネット配信サービス）

をはじめとするプラットフォームの台頭は、エン

タテイメント＆メディア産業の構造を大きく変えた。

コンテンツの流通経路がデジタル化・集約化される

なかで、プラットフォームは利用者とコンテンツの

つくり手の双方にとって不可欠な存在となっている。

こうしたプラットフォーマーを巡る規制の議論は、

これまで「サービス提供者＝売り手による市場の

独占（モノポリー）」が利用者に及ぼす弊害という

観点が中心であった。しかし近年、「もう一つの市

場の独占」が注目されるようになっている。それは、

「買い手による市場の独占」状態のことで、モノプ

ソニーと呼ばれる。

エンタテイメント＆メディア領域では、プラット

フォームは利用者の注目（アテンション）を集約し、

それを経済価値に変換する装置として機能する。

こうしたプラットフォームを運営する企業が自らの

サービス価値を高めようとする行為は、本来、合理

的な経営判断である。しかし、その行為がプラット

フォーム構造を介することで、協業相手であるコン

テンツのつくり手に対して不利益をもたらしてし

まう。このパラドックスへの注目が高まったことで、

新たな規制の必要性が議論されるようになった。

本稿では、まずこの新たな規制の背景と概要を

整理した上で、グローバルOTTによるモノプソニー

が韓国や日本のコンテンツ産業にどのような影響

を及ぼしているかを具体的に見ていく。そして、この

状況に対してどのような対抗策があるかを、生成

AIが今後もたらしうる変化も視野に入れながら解

説する。

コンテンツ産業を揺るがす「買い手の独占」
― 大手配信サービスが生む支配構造への対抗策は ―
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合従連衡の裏側
――米国で動き出した独占禁止規制

近年、米国ではグローバルOTT事業者や大手

スタジオ（映画・映像の製作・配信やケーブルチャ

ネルなどを傘下に持つ複合企業体）の間で大型の

合従連衡が相次いでいる。こうした中で米エンタ

テイメント業界の関係者からの注目を集めるのが、

規制当局の審査姿勢の変化だ。

従来どおり消費者にとっての市場独占の弊害と

いう視点から審査を行うと同時に、「2023年企業

結合ガイドライン（後述）」に基づき、買い手（OTT

事業者やスタジオ）の集中による供給者側への悪

影響についても調査をする動きが出てきた。

具体的には、買い手の数が減ることで映像制作

者の交渉力が低下し、制作機会の減少を通じて

コンテンツの多様性が損なわれるおそれがないか、

という観点からの審査だ。これは競争法の枠組み

の中でこれまであまり重視されてこなかった視点

であり、規制の転換点として注目を集めた。

このような規制当局の動きに先立ち、米国では

大手スタジオ同士の大型合併をすでに複数経験

している。ある合併事例では、事業効率を高める

ために制作する映画作品数が合併前から大幅に

削減*1。 一方で、合併後の企業は興行収入で極めて

高い市場シェアを占めるに至った。その結果、ハリ

ウッドでは制作に関わる雇用が減少し、雇用条件

も相対的に悪化したとされている*2。

こうした前例を踏まえれば、単なるスタジオ

間の合併ではなく、配信市場を世界的に支配し

「ゲートキーパー」とも呼ばれるグローバルOTT

事業者が大手スタジオを買収した場合、制作者側

の交渉力はさらに大きく低下し、雇用や制作環境

への影響がいっそう深刻化しかねない。

従来の独占禁止規制では、企業合併によって消

費者向け価格が上昇するおそれがあれば直ちに

規制の対象となる。その一方で、合併が供給者側

にもたらす不利益、すなわち取引先の減少に伴う

交渉力の低下や条件の悪化は、やむを得ないもの

として見過ごされてきた。この非対称こそが、モノ

プソニー規制の議論が求められる背景だ。
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プラット
フォーム

買い手の独占 
（モノプソニー）

売り手の独占 
（モノポリー）

クリエイター 消費者

図表1
プラットフォームが生む2つの独占の構図

出所：Strategy&

見過ごされてきた
「買い手側独占」の観点

「買い手側の独占」という概念を独占禁止規制の

中心に据えたのが、バイデン政権下の2021年6月

に米連邦取引委員会（FTC）委員長に就任した

リナ・カーン氏である（その後、トランプ政権への

移行に伴い退任）。

カーン氏は、従来の消費者保護を目的とした

独占禁止規制（モノポリー規制）に加え、グロー

バルOTTをはじめとするプラットフォームに対して

「買い手側の独占」の観点からも規制を行うべき

だと主張した。この視点は、各プラットフォームと

取引関係にあるエンタテイメント産業の事業者

にとって、今や重要な概念となりつつある。

もっとも、モノプソニーは決して目新しい概念

ではない。1933年に英国の経済学者ジョアン・

ロビンソン（Joan Robinson）が著書『不完全

競争の経済学（The Economics of Imperfect 

Competition）』で提唱したものである。米国では

20世紀半ば、農業や労働市場の分析にこの概念

が用いられた。例えば、大手農産物商社が農家に

対して、あるいは地域の主要雇用主である大企業

が就労者に対して、意図せずとも構造的に不利な

取引条件を強いうる状況を説明するのに援用さ

れた。

しかし、その後の米国では、独占禁止規制におい

て「最終消費者の利益の最大化」を最優先とする

シカゴ学派の考え方（消費者厚生基準）が主流と

なった。この考え方のもとでは、企業の行為が消費

者にとって価格上昇や選択肢の減少をもたらすか

どうかが規制の判断基準となる。その結果、供給者

側が被る不利益、すなわちモノプソニーの問題は、

規制上ほとんど顧みられなくなった。

ところが、グローバルOTTのようなプラットフォー

ムの台頭により、従来の規制の枠組みでは対処

しきれない問題が顕在化した。こうしたプラット

フォームは消費者に対して無料または低価格で

サービスを提供することが多いため、「消費者価格

の上昇」を基準とする従来型の独占禁止規制では

問題を捕捉しにくい。
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その一方で、買い手としてのプラットフォームの

支配力が強まることで、供給者であるコンテンツ

制作者の報酬や交渉力は低下する。供給者側の

条件悪化が続けば、制作への投資やモチベーショ

ンが減退し、最終的にはコンテンツの品質低下や

多様性の喪失を通じて消費者にも不利益が及ぶ

（図表2）。こうした「市場の失敗」への危惧から、

モノプソニー規制の必要性があらためて検討され

るようになったのである。

     クリエイター 消費者

プラット
フォームA

プラット
フォームB

AによるBの合併

プラット
フォーム
A + B

出所：Strategy&

図表2
プラットフォーム合併が供給者の衰弱につながりかねない

トランプ政権下においても、この流れは維持さ

れている。米連邦取引委員会（FTC）と米司法省は、

カーン氏の在任中に策定された合併審査の基準

である企業結合ガイドライン（2023年版）*3を維持

する決定を下した。このガイドラインには「労働者

に対するモノプソニーの脅威」が合併阻止の根拠

として明記されている。

また、2 0 2 5年にはF T Cが「合同労働タスク

フォース」を新たに設立し、米国の労働者を不当な

労働市場の慣行から守るための取り組みを開始

した。トランプ大統領が指名したマーク・メアドール

FTC委員も「消費者への販売価格だけでなく、取引

パートナー（サプライヤーや労働者）が搾取されて

いないかも保護の対象とすべきだ」との立場を明

らかにしている*4。
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韓国のTV向けドラマ

韓国制作のグローバルOTTオリジナル作品

ハリウッド制作のグローバルOTTオリジナル作品

70万～220万米ドル（約10億～30億ウォン）

180万～360万米ドル（約25億～50億ウォン）

700万～3,000万米ドル

カテゴリー 1話あたりの制作費（目安）

出所：Strategy&

図表3
映像コンテンツ1話あたりの制作費比較（2025～2026年）*6

Kドラマの光と影
――韓国映像産業が直面した構造問題

次に、韓国の状況を見てみよう。

グローバルOTTが配信するKドラマの成功を

受けて、韓国のコンテンツは「世界を席巻」といった

フレーズが枕詞のように使われることが多い。し

かし、その裏側では、グローバルOTTのモノプソ

ニーによって映像制作業界が深刻な状況に陥って

いる*5。

米国の事例では買い手企業の合併などで独占

的な地位への懸念が生じたが、韓国のケースはそ

れとは異なる。買い手側が市場で圧倒的な力を

持っていれば、意図せずともモノプソニーが生じ、

業界を衰退させかねないという実例を解説しよう。

グローバルOTTがまだ黎明期だったころ、韓国

のスタジオとの間で1話あたり180万～360万米ド

ルの制作費（図表3）を支払う代わりに、IP（知的財

産権）の全権利をOTT事業者側が取得する契約を

結んだ。韓国側にはアジア圏への販売実績があっ

たとはいえ、グローバルOTTの登場以前は制作費

の相場は1話あたり50万～100万米ドルだったた

め、破格の条件だと言えよう。世界配信によって作

品の評価はさらに高まり、グローバルOTT事業者

からの制作依頼も途切れなかったため、こうした

契約構造は疑問視されることなく定着していった。

しかし、副作用が生じる。グローバルOTTオリジ

ナル作品で実績を積んだスタッフやキャストは、グ

ローバルOTT水準の報酬でなければ制作に参加

しなくなった。その結果、従来の予算規模で制作せ

ざるを得ない国内向けドラマや映画の制作本数

は減少を余儀なくされたのだ*7。

やがてグローバルOTT市場は成熟期に突入

し、十分な視聴行動データの蓄積をもとに制作・

買付戦略が見直されるようになる。韓国ドラマの

制作費はハリウッド制作のOTTオリジナル作品に

比べれば依然として大幅に安いものの、グローバ

ルOTT事業者は多様な企画への分散投資を改め、

ヒットが見込める少数の企画に集中する方針へと

転換した。

その結果、韓国の映像制作業界は深刻な不況

に陥る。韓国映画振興委員会（KOFIC）によると、

2025年の韓国映画市場はコロナ禍前（2017～

2019年）の平均と比較して、観客数は約42%、売

上高は約49%の水準にまで落ち込んだ*8。国内ド

ラマの制作本数も急減しており、2022年の160本

に対して2023年には約80本と半減。2024年に

はさらに約30本にまで縮小している*9。

韓国政府も手をこまねいていたわけではない。

2023年11月に「映像産業跳躍戦略」を急遽策定

し、国内制作事業者への支援に乗り出した。2024

年後半からは、1兆ウォン規模の官民ファンド（K

コンテンツ・ファンド）を通じた制作費を最大半額

まで支出する取り組みを開始。グローバルOTT

事業者との契約見直し支援や、国内OTT事業者

やスタジオ向けのIP活用企画の実施支援、15～

30％の制作収益課税控除といった数多くの施策

を実施している。しかし、現在もモノプソニー状況

からの脱却には至っていない。
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日本のコンテンツ産業に潜む
モノプソニー

日本には、国内に一定規模の映像コンテンツ市

場が存在する。加えて、メディアミックス展開を通じ

て、グッズ販売やイベントなど、コンテンツそのもの

よりも大きな周辺ビジネスが発達してきた。そのた

め、プロデューサー（製作者）である製作委員会や

放送局にとって、国内市場で事業を展開するには

IPを自ら保持することが不可欠であり、グローバル

OTT事業者に対しては海外配信権のみを切り出

すにとどまった。その結果、日本側はIPと国内市場

を維持しつつ、グローバルOTT事業者の配信力を

通じて、従来は展開が難しかった海外市場での認

知と評価が向上。海外から制作費や配信契約に伴

う一定の収益を新たに得られるようになった。

しかし、日本のプロデューサーは、これまで国内

市場に集中してきた経緯から、海外向け配信の相

場に関する情報が乏しい。そのため、配信権の対価

設定はグローバルOTT側の提示に従わざるを得ず、

配信結果に関する情報の開示もなされない契約

が通例となった。さらに、従来の劇場上映やテレ

ビ放映では一般的だった収益に応じた分配（リジ

デュアル＝印税）についても、配信では行わないと

いう慣行が根付いていく。

その結果、IPは保有しているものの、実質的に海

外市場での事業展開の自由度はなく、作品が成功

しても流通に応じたリジデュアルを追加の収益と

して受け取れない状態にある。このように取引内

容に大きな非対称性が生じており、程度の差はあ

るものの、韓国と同様に日本もモノプソニー状況

下にあるといえるだろう。

加えて、日本国内にもモノプソニーの構造は存

在する。映像作品のIPがプロデューサーに帰属し、

制作そのものはスタジオが受託するという関係に

おいて、スタジオ側が不利な立場に置かれている

のではないかという指摘がある。また、制作機会の

希少性から生じる制作スタッフの「やりがい搾取」

も、同様の構造的問題として指摘されている。

こうした状況に対し、公正取引委員会は調査報

告における意見表明の中で、IPの帰属先にかかわ

らず、作品制作に貢献したスタジオに対しては、制

作費を労働市場の相場から見て妥当な水準に設

定することに加え、作品の成功に応じた印税（収益

分配＝リジデュアル）を委託契約に盛り込むこと

が望ましいとしている*10。

この意見表明は、米国の反トラスト規制におけ

るモノプソニー規制を直接の背景としたものでは

ない。むしろ、下請法を改めた中小受託取引適正

化法（取適法）や、労働条件適正化の取り組み（日

本映画制作適正化制度：映適やアニ適）といった

日本独自の文脈に基づくものである。ただし、供給

者側の条件改善を目指すという点で、両者に本質

的な差異はないだろう。

いずれにしても、スタジオの条件を改善し、作品

の成功に応じたリジデュアルを実現するためには、

その原資となるプロデューサー側の売上拡大が

欠かせない。それには、成長性の高いグローバル

OTTをはじめとする海外市場からの収益を今以上

に拡大することが必須となる。

日本が取るべき三つの対抗策

韓国ではモノプソニーからの脱却のために、政

府系ファンドを通じた制作費の支援や国内OTT

での配信奨励といった施策が取られていることは

前述した。しかし、これらは国内制作市場の活性

化にとどまっており、グローバルOTT事業者との

取引における交渉力の非対称性そのものは改善

されていない。

一方、米国では2 0 2 3年春から脚本家協会

（WGA）と俳優・実演家組合（SAG-AFTRA）が

映画テレビ制作者連盟（AMPTP）に対してOTT

の条件見直しを求めてストライキを実施した*11。

このストライキの結果、情報の一部開示やリジ

デュアルの獲得に成功。個別の制作者では交渉力

に限界があるが、ギルド（同業者組合）として結束

することで、契約条件や報酬水準について雇用側

と対等な交渉力が持てることを証明した。WGA

やSAG-AFTRAが規制当局からの側面支援を得

て、モノプソニーへの対抗策を講じたことが功を

奏したともいわれている*12。

では、日本がグローバルOTTによるモノプソ

ニー状況から脱却するためには、どのような施策

が考えられるだろうか。本稿では、以下の三つを対

抗策として提言する。
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クリエイター
グッズ

（コマース） 消費者

グローバル
OTT

（認知拡大）

イベント
（コミュニティ）

図表4
コンテンツ・エコシステムの全体像

出所：Strategy&

日本では従来、番組スポンサーとして放送局に

放映料を支払い、作品を放映することで認知を高

めた上で、コマースやコミュニティといったデリバ

ティブで収益を上げるというモデルが定着してき

た。グローバルOTT事業者との契約も同様に捉え

ることができる。すなわち、グローバルOTT事業者

との契約条件自体は必ずしも有利ではないもの

の、グローバルOTT事業者の配信力を通じて海外

におけるコンテンツの認知を向上させ、デリバティ

ブで収益を拡大するという戦略である。

ただし、グローバルOTT事業者自身がグッズ販売

などのデリバティブ事業に進出する動きも一部で見

られるようになってきた。その場合は、次に掲げる

交渉や代替チャネルの構築が一層重要になる。

（2）業界団体による集団交渉と

情報の非対称性の解消

実写作品の場合、特撮作品などを除き、デリバ

ティブ事業の広がりが比較的小さい*14ため、（1）

の戦略だけでは十分ではない。米国のWGAや

SAG-AFTRAの事例と同様に、政府とも連携しな

がら事業者が一体となってグローバルOTT事業者

との交渉を行い、より良い条件を引き出すことが

望ましい。

加えて、交渉力の源泉となる情報の非対称性を

解消するために、グローバルOTTの視聴データを

外部のモニター事業者などから取得し、交渉に活

用することも有効だろう。

（3）代替チャネルの構築

特定の買い手への依存から生じるモノプソニー

を根本的に解消するには、代替となる配信チャネ

ルを自ら構築するのが最も効果的である。しかし、

グローバルOTTと同規模のサービスを新たに立

ち上げることは、地政学リスクの高まりに伴うブ

ロック経済化が進展したこともあり、これまで以

上に困難になっている。日本でもこれまでにいくつ

かの挑戦がなされたが、成功には至らなかった。

とはいえ、日本独自のグローバルOTTの創出は難

しくとも、世界各地域の主要な国内OTTを連携さ

せたローカルOTTアライアンスの構築や、作品流

通のシンジケーション市場の創出といった形であ

れば、実現の可能性はあるだろう。

（1）IP活用による派生事業の海外展開

PwCは「コンテンツ・エコシステム*13」の概念を

提唱し、コンテンツの価値は配信（チャネル）だけ

でなく、コマース（グッズ販売）やコミュニティ（イベ

ントやファンダム）といった周辺領域にまで広がる

と指摘している。日本の国内市場では、こうしたエ

コシステムやビジネスモデルがすでに整備されて

いる（図表4）。
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選ばれる 
ためのデータ 
の提供

AI
エージェント

X

AI
エージェント

Y

クリエイター 消費者

図表5
AI-VOD時代のコンテンツ流通モデル

出所：Strategy&

AI-VODの台頭
――次なるモノプソニーの主体は誰か

さらに、こうした議論に新たな変数を加えている

のが、生成AIテクノロジーの急速な発展だ。現在、

利用者がAIとの対話を通じて、推奨された商品を

その場で直接購入する「エージェンティックコマー

ス」の基盤が整備されつつあり*15、コンテンツの

領域でも同様の変化が見込まれる。例えば、AI

エージェントが利用者の嗜好に基づいて作品を推

奨し、利用者がプロデューサーから直接配信を受

ける仕組みだ（図表5）。

こうした「エージェンティックVOD（AI-VOD）」が、

グローバルOTTと並ぶ、あるいはこれに取って代

わる配信チャネルとなる可能性がある。AI-VODが

普及すれば、国や地域の区分を超えて、日本のコン

テンツが世界中へ直接届く道が開けるだろう。

AI-VODで人気を獲得するためには、現在の

デジタルマーケティングと同様、つくり手やプロ

デューサーの側から、AIが認識・処理しやすい形で

作品情報やメタデータを積極的に整備・提供する

ことが重要になる。AIが作品を消費者に推薦しや

すい環境を整えることが、選ばれるための鍵とな

るだろう。ただし、AI-VODはグローバルOTTとは

異なり、制作費を提供するモデルではない。そのた

め、制作資金の調達先としてグローバルOTTが引

き続き重要な役割を果たし、グローバルOTTから

AI-VODへのコンテンツ供給が行われるという

共存関係が生まれる可能性も否定できない。

いずれにせよ、重要なのは、グローバルOTTか

らAIエージェントへとモノプソニーの主体が移り

変わるだけの結果に終わらせないことである。

そのためには、本稿で述べてきた対抗策（IP活用

による派生事業の海外展開、業界団体による集団

交渉と情報格差の是正、そして代替チャネルの

構築）を、AIエージェント時代にも通用する形で

発展させていく必要がある。プロデューサー、国内

プラットフォーマー、そして政府が連携し、今から

その備えを進めることが求められる。
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